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要 旨

繊維の長所を活用して、既存のワイヤーロープと金網をニット構造で一体化した横梁部材

に換えた落石防護柵の開発に取り組んだ。前年度までに強度、性状等から横梁の横部材に全

芳香族ポリエステル、縦部材に高強度ポリエステルを選択した。引張試験の結果により目標

強度を満足し、３kNの落石が２０．０ｍの高さから４５度の斜面を転がるときに発生する落石エネ

ルギーの吸収は可能なことが分かった。また、耐候性については黒原着の塩化ビニールの被

覆により耐候劣化に対応できることが分かった。今年度は前年度に引続き、端末部分に繊維

部材を取付け引張試験を行った結果、繊維の引張強度に対し約９０％の強度を得ることができ、

端末部の構造について完成することができた。実施設計により前述の落石エネルギー吸収の

検討を行ったが、可能なことが確認できた。

キーワード：ニット構造、繊維製落石防護柵、繊維部材の端部取付

１．はじめに

本研究は、繊維の長所を活用して既存の落石防護柵

のワイヤロープと金網をニット構造で一体化した横梁

部材に換え、施工性が良く補修頻度の少ない落石防護

柵の開発に取り組んだ。前年度までに横梁部材の選定

を行った。縦部材は強度、性状及び経済性から産業用

資材として一般的に用いられている高強度ポリエステ

ルを採用し、横部材については必要強度を検討した結

果、汎用性のある合成繊維の強度を超えたため高機能

繊維の中から性状が耐熱性や乾湿の物性差等屋外使用

に適しており、炭素繊維系より伸度が大きい全芳香族

ポリエステルを選定した。以上の部材により引張試験

を行った結果、目標強度を満足し、３kNの落石が２０．０

ｍの高さから４５度の斜面を転がるときに発生する落石

エネルギーの吸収は可能なことが分かった。また、耐

候性については黒原着の塩化ビニールの被覆により耐

候劣化に対応できた。端末部の構造については、端末

部分に繊維部材を取付け、引張試験を行ったが端末部

材が破損し繊維部材が破断するまで計測することがで

きなかった。今年度は引続き、端末部分へ横梁部材の

取付け引張試験を行い、全体設計を行った。また、こ

れに基づき、落石エネルギーの吸収の検討を再度おこ

なったのでその結果を報告する。

２． 端末部の構造

２．１ 概 要

端末部の構造は図－１に一例を示すが、ニット部材

が図の矢印方向に引張られると端末止丸鋼部材がひず

み、当部材及び端末支柱とニット部材との摩擦力が大

きくなり、繊維部材にせん断力をかけることなく端末

部に固定する構造である。

２．２ 端末部分の引張試験

前年度は端末部材の結合部が偏芯して繊維部材が破

断するまで計測することができなかった。そこで今回

は、連結ボルトを太くし、平板（FB）により補強を

行った。（図－２参照。）

図－１ 端末部の構造図（一例）
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引張試験は写真－２の金属材料用万能材料試験機で

行った。試料は６ストランド用いた。部材の破断強度

は１６８．３kN（２８．０５kN×６）である。試験条件は次の

とおりである。

試 料：樹脂加工経編部材を図－２のジグに巻き付け

たもの。

試料数３

寸 法：長さ６００㎜、幅２０㎜×６ストランド、厚さ２．０㎜

チャックFB‐１２

試験機：㈱島津製作所万能試験機UH-1000KNC

方 法：試験速度５０㎜／分

今回は端末部材の結合部が偏芯することなく繊維部

材が破断するまで計測することができた。

結果を図－３、表－１に示す。

端末部分の引張強度は平均１４７．９kNを計測した。ニ

ット部材の引張強度が１６８．３kNであり繊維部材の

８７．９％の強度を確保することができた。

図－２ ジグ正面、側面図

図－３ 端末部分の引張試験結果（ニット横部材応力－ひずみ曲線）

表－１ 端末部分の引張試験結果
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３．実施設計

今までの検討結果を踏まえて、図－４～５の通り実施設計を行った。

図－４一般図
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４．構造計算

ここまでの結果を用いて、前々回行った標準的に設定した落石条件、柵高、支柱間隔および鋼部材の形状や強

度等の条件で想定される落石の運動エネルギーを吸収し得るか否か検討を今回の端末部分の構造を踏まえて再度

行った。

ニット構造を利用した落石防護柵の構造計算１）

（１）落石条件

１）落石重量 Ｗ＝ ３．０ kN

２）落石高さ Ｈ＝ ２０．０ ｍ

３）斜面勾配 θ＝ ０．７８５rad

４）等価摩擦係数 μ＝ ０．３５

（２）落石防護柵仕様

１）柵高 Ｈ＝ ２．０ ｍ

２）支柱間隔 α＝ ３．０ ｍ

３）ニット構造横梁

破断荷重 Ｔｂ＝３６９．３ kN/0.5m （２１．１ kN/箇所）

ニットの強度１箇所当たり２６．４ kN、端末部分の強度保持率０．８として

１箇所当たり２６．４kN×０．８≒２１．１kN

降伏荷重 Ｔｙ＝３６９．３ kN/0.5m

４）中間支柱：Ｈ－２００×１００×５．５×８

断面係数 Ｚ＝ １８１０００�

断面二次モーメント Ｉ＝ １８４０００００㎜４

弾性係数 ＥＨ＝ ２０００００N/�

降伏応力度 δ＝ ２３５N/�

図－５ 端部詳細図
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（３）落石の運動エネルギー

落石の運動エネルギー（Ｅ）は次式により計算する。

Ｅ＝（１＋β）（１－μ／tanθ）Ｗ×Ｈ

ただし、（１＋β）（１－μ／tanθ）≦ １．０

ここで、β：回転エネルギー係数 β＝ ０．１として良い。

（１＋β）（１－μ／tanθ）＝０．７１５ ≦１．０

Ｅ＝４２．９０kJ

（４）落石防護柵の可能吸収エネルギー

落石防護柵の可能吸収エネルギー（Er）は次式により計算する。

Er＝Es＋ Ep

ここに、Es：ニット構造横梁の吸収エネルギー（kJ）

Ep：支柱の吸収エネルギー（kJ）

１）ニット構造横梁の降伏張力Tyが作用したときの支柱への反力を次式より求める。

この場合０．５ｍ幅のニット製横梁が一体となって働くものとする。

Ｒ＝Ty・sinθ1＝１１５．６７kN

θ1は次式により計算する。

θ1＝acos{a/a・（１＋L）｝＝１８．２６゚

ここに、ａ：支柱間隔（㎜）、Ｌ：伸度

２）支柱の下端が塑性ヒンジを形成するのに要する力Fyを次式により求める。

Fy＝M0/h2＝δyZ/h2＝ 31,901 N＝ 31.90 kN

ここに、M0：塑性モーメント（N/㎜）

h2：作用点までの高さ（㎜）＝１．３３ｍ

δy：Ｈ鋼の降伏点応力度（SS400で235N/�）

Ｚ：Ｈ鋼の断面係数（�）

３）前述で算出したＲとFyを比較し、R≧ Fyであることから

①支柱（２本分）の吸収エネルギー（Ep）

Ep＝２ Fy･δ＝２ Fy･h２ tan１５゚ ＝ 22.79 kJ

②ニット構造横梁部材の吸収エネルギー（Es）

Es＝（Ty－ T0）×L/2＝ 22.79kJ

Er＝ Ep＋ Es＝ 51.75kJ＞ 42.90kJ

ニット構造横梁の初期緊張力T0を５．０kNとし、その分の伸度L００．１％を割り引いた。

伸度L＝ L０×（Ty－ T0）／Ty＝ 5.3％

以上、落石防護柵の吸収エネルギーは落石の運動エネルギーを吸収し得る。

５．まとめ

１）本端末部の構造による端末部分の引張強度は繊維

部材の８７．９％に達し、端部構造として実用化の目

処が立った。

２）実施設計により構造計算を行った結果、本落石防

護柵の吸収エネルギーは対象とする落石条件にお

いて落石の運動エネルギーを吸収し得る。

６．今後の課題

１）試験施工を行い、落石の衝撃に対して追跡調査を

行い、評価する必要がある。

２）経済性の検討を行った結果、柵高２．０ｍにおいて
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表－３のとおりとなった。

ニット製の網の材料費が高いため、約２割高くなる。

材料である全芳香族ポリエステル繊維が非常に高価な

ことが原因となっている。そこで現在コストが半分以

下になるポリエステル繊維に変更して引張強度、吸収

エネルギーの検討を行う必要がある。
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